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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款の定めにより、書面交付請求をいただい

た株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略してお

ります。

第20回　定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち書面交付請求に基づく交付書面に記載しない事項）

■事業報告

　主要な事業内容

　主要な事業所等

　使用人の状況

　主要な借入先の状況

　その他企業集団の現況に関する重要な事項

　株式の状況

　新株予約権等の状況

　会計監査人の状況

　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

■連結計算書類

　連結株主資本等変動計算書

　連結注記表

■計算書類

　株主資本等変動計算書

　個別注記表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

ソーシャルワイヤー株式会社
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主要な事業内容

事業報告
(1) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

当社グループは、デジタルPR事業の単一セグメントであり、デジタルPR事

業内において展開しているサービスとしては、顧客のデジタルPR業務を支援

するサービスと、顧客等のメディアへの露出情報を収集・データベース化を

経てサービス提供するマーケティングDBサービスを展開しております。

①インフルエンサーPRサービス

Instagram（インスタグラム）を活用したインフルエンサーマーケテ

ィング（※）を希望する顧客に代行同等レベルでの総合サービス「Find 

Model（ファインドモデル）」・「iHack（アイハック）」及び中小・成

長企業（SMB）向けの月額制インフルエンサーマッチングプラットフォ

ーム「Find Model Circle（ファインドモデル サークル）」を提供して

います。

自社で高いパフォーマンスを発揮するインフルエンサーマーケティン

グを行うためには、専門的な知見を持つ人材を揃え、継続的な知識のア

ップデートとインフルエンサーとのリレーション構築が必要になりま

す。当社のインフルエンサーマーケティングサービス「Find Model」及

び「iHack」では専門的な知見を持つスタッフと組織として蓄積したケ

イパビリティを活用し、それぞれの顧客が最適なインフルエンサーマー

ケティングのメリットを享受できることが特徴です。

東証プライム企業や広告代理店・PR会社を中心に、化粧品、日用品、

雑貨、ファッション、旅行・観光、飲食店、スポーツメーカー、建築・

不動産、及びペットグッズ等多岐にわたるジャンルにおいて、黎明期か

ら10年にわたり現場で蓄積してきた実績・データ・運用ノウハウを強み

に、再現性のある設計と運用で、単発ではなく持続的に成果が積み上が

るSNS活用の支援実績を持っております。

（※）Instagramを中心としたインフルエンサーに、企業の商品やコンテンツを実際に

利用いただき、そのプロセスや体験を投稿していただくSNSの広告手法

②リリース配信サービス

当社が展開しているリリース配信サービス「＠Press（アットプレ

ス）」は、顧客が発表する新商品・新サービス・イベント告知・企業動

向等の様々なプレスリリースがより多くの人に届くよう、当社が運営す

るWEBサイトに掲載し、併せてメディアに配信するサービスです。＠

Press自体がメディアとしてプレスリリースを掲載し、そこから多様な

ニュースメディアへの掲載を促進するハブの役割を担っています。パー

トナーメディアは、大手総合ニュースメディアにとどまらず、業界特化

型・テーマ特化型メディアとの連携に加え、当社オウンドメディアの拡

充や、当社独自のコンテンツネットワーク構築を進めることで、網羅的
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主要な事業内容

なニュース配信インフラを主導で拡充しています。

また、リリース原稿の丁寧な記事校正・タイトル校正をはじめ、生成

AIを活用した作成支援や改善提案により、情報の品質そのものを高める

サポートも提供しています。配信先メディアリストについても、リリー

ス内容と親和性の高い媒体を生成AIが過去の掲載実績データをもとに選

定しており、情報が適切なメディアに届く仕組みを整えています。さら

に、SNSへの拡散機能も強化しており、＠Press掲載リリースを起点に、

SNS上での情報拡散や追加露出を促進する仕組みを整えています。

このように、リリース配信サービスは業歴25年にわたる広報支援の知

見を基盤に、記事化率、メディア機能、配信ネットワーク、拡散力を高

度に融合させた、国内有数のニュースプロモーション基盤として進化を

続けています。

③新聞・雑誌・WEB情報のクリッピングサービス

　新聞・雑誌・WEB等幅広いメディアから、顧客が必要としている記事

を選別し報告を行う、SNSメディアの掲載調査の「＠クリッピング（ア

ットクリッピング）」、「Clip Master（クリップマスター）」という

ブランドで運営しております。

　クリッピングとは、新聞・雑誌・WEB・SNSメディアといった各種メデ

ィアから、必要な記事を選別・取得するサービスを提供しております。

主な内容として、自社名や自社サービス／商品名（ブランディング調

査）、特定業界における動向（業界調査）、特定商品／サービスにおけ

る動向（競合調査・マーケティング調査）、政治・経済等における動向

（世論調査）等を各種メディアにおいて調査し、記事の現物（切り抜

き）を提供しております。

　また、クリッピング事業で培ってきた知見と技術を基盤に開発した、

SNSリスニングを中核としながら、紙クリッピングやWEBクリッピングの

利用ログも統合的に可視化し、単なるSNSモニタリングにとどまらず、

メディア横断での情報接触状況や動向を把握できるClip Masterサービ

スと、大手企業や官公庁を中心に、プロスタッフの目視による調査を強

みとし、キーワード検索では捉えきれない「テーマ」「文脈」「概念」

を含めた調査に対応しているマスメディアクリッピングサービス＠クリ

ッピングサービスの２つのサイトを運営し、顧客のニーズに対応してい

ます。

④取引先リスクチェックサービス

　リスニング事業（クリッピング事業）の中で培われた情報収集・分析

のノウハウを起点として、「取引先のリスクを日常的にチェックした

い」という企業ニーズから、取引先や関係者に潜在するリスクを把握す
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主要な事業内容

るためのSaaS型ツール「RISK EYES（リスクアイズ）」を展開していま

す。

　RISK EYESは、当社がクリッピング／リスニング事業で培ってきた情

報収集・分析の知見を基盤に進化した、コンプライアンス特化型のリス

クチェックSaaSです。UI/UXの刷新により、操作性の向上、高速な検

索・判定を実現するとともに、高度なAI技術を活用したノイズスクリー

ニング機能を実装。大量の情報の中から、実務上重要なリスク情報のみ

を抽出できる設計としています。また、制裁リストを用いた海外企業チ

ェックや、顧客の業務システムとのAPI連携にも対応し、取引フローの

中に自然に組み込めるリスクチェック基盤を提供しています。
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主要な事業所等、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他の企業集団の現況に関する重要事項

名　　称 所　在　地

本　　社 東京都港区

(2) 主要な事業所等（2026年３月31日現在）

（注）このほか、デジタルPR事業の営業拠点として東京都新宿区、東京都千代田区、大
阪、福岡、仙台があります。

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

153（72）名 13名減（12名減）

使 用 人 数
前 事 業 年 度 末
比 増 減

平 均 年 齢 平均勤続年数

105名（34名） 13名減（１名減） 33.2歳 ３年11ヶ月

(3) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

① 当社グループの使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員であり、受入出向者７名は上記に含まれておりま
せん。

２．臨時雇用者（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含
む。）は、最近１年間の平均人員（１日８時間換算）を（　）外数で
記載しております。

３．当社グループは、「デジタルPR事業」の単一セグメントであるため、
セグメント別の使用人数は記載しておりません。

② 当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員であり、受入出向者７名は上記に含まれておりま
せん。

２．臨時雇用者（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含
む。）は、最近１年間の平均人員（１日８時間換算）を（　）外数で
記載しております。

３. 平均年齢及び平均勤続年数には、受入出向者は含まれておりません。
また、吸収合併した各企業の使用人については、それぞれの勤続年数
を引き継いでおりません。

４．当社の事業セグメントは、「デジタルPR事業」の単一セグメントであ
るため、セグメント別の使用人数は記載しておりません。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 826,504千円

(4) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

(5) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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株式の状況

① 発行可能株式総数 17,600,000株

② 発行済株式の総数 11,708,747株 (自己株式136,053株を除く)

③ 当事業年度末の株主数 3,175名

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数 ( 株 ) 持 株 比 率 数 ( ％ )

株 式 会 社 ジ ー ニ ー 5,736,200 49.0

矢 田 峰 之 1,136,300 9.7

株 式 会 社 S B I 証 券 590,831 5.0

佐 藤 幹 雄 357,948 3.1

ユ ナ イ テ ッ ド 株 式 会 社 316,400 2.7

ＤＢＳ　ＢＡＮＫ　ＬＴＤ．７００１０４
（ 加 藤 順 彦 ）

308,000 2.6

楽 天 証 券 株 式 会 社 共 有 口 170,300 1.5

荻 巣 知 子 118,000 1.0

藤 原 直 美 （ 戸 籍 名 ： 川 副 直 美 ） 117,200 1.0

石 田 朝 子 115,200 1.0

氏 名 又 は 名 称 所 有 株 式 数 ( 株 ) 持 株 比 率 数 ( ％ )

ユ ナ イ テ ッ ド 株 式 会 社 315,100 2.7

(6) 株式の状況（2026年３月31日現在）

④ 大株主の状況

（注）１．持株比率は自己株式（136,053株）を控除して計算しております。

２．2026年４月13日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、ユナイテ

ッド株式会社が2026年４月10日現在で以下の株式を所有している旨が記載されて

いるものの、当社として2026年３月31日時点における実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況は、株主名簿上の所有株式数に基づき記載して

おります。

なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

(7) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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新株予約権等の状況

名称 第９回新株予約権

新株予約権の数 450個

保有人数
 当社取締役(社外役員を除く)

 当社社外取締役
 当社監査役

－名
２名
１名

新株予約権の目的である
株式の種類及び数

普通株式　45,000株
(新株予約権

１個につき100株)

新株予約権の発行価額
新株予約権

１個当たり100円
（１株当たり１円）

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権
１個当たり
82,900円

(１株当たり
　829円)

新株予約権の行使期間
自　2021年７月１日
至　2026年12月31日

新株予約権の主な行使条件 （注）

(8) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

（注）　当社又は関係会社の取締役、監査役、従業員の地位にあり、2021年
３月期から2026年３月期までのいずれかの期において当社の連結売上
高が70億円を超過した場合、本新株予約権を行使することができる。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

26,000千円

(9) 会計監査人の状況

① 名称 監査法人アヴァンティア

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商
品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に
も区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報
酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったう
えで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を
株主総会に提出します。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該
当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。

④ 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

⑤ 補償契約の内容の概要等

　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当の決定に関する方針

(10) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
① 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
は、以下のとおりであります。

ⅰ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

・法令・定款及び社会規範を遵守するための「コンプライアンス憲章」
を制定し、経営陣及び組織長で構成されるリスク・コンプライアンス
委員会の定期開催及び従業員向けにコンプライアンスに関する教育・
研修を適宜開催する等、コンプライアンスの意識の維持・向上を図り
ます。

・役職員の職務執行の適正性を確保するため、内部監査室が「内部監査
規程」に基づき内部監査を実施します。また、内部監査室は必要に応
じて会計監査人と情報交換し、効率的な内部監査を実施します。

・健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、不
当な要求には断固としてこれを拒絶します。

ⅱ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程等
に基づき、適切に保存及び管理を行います。

ⅲ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、持続的な成長を確保するため「リスク管理規程」に基づく対
応によって、リスク発生の未然防止や危機拡大の防止に努めておりま
す。

・必要に応じて弁護士、公認会計士、弁理士、税理士、社会保険労務士
等の外部専門家の助言を受けられる体制を整えており、リスクの未然
防止と、早期発見に努めております。

ⅳ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に
開催いたします。

・取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程を定め、取締役の職務及
び権限、責任の明確化を図ります。

ⅴ 当社並びにその親会社及びその子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制

・親会社及びそのグループ各社との関係に関しては、「関連会社規程」
や「関連当事者管理規程」に基づき、当社グループとしての企業価値
向上に取り組むとともに、上場企業としての経営の独立性を確保する
ことを基本方針として、企業集団における業務の適正を確保しており
ます。

・取締役会は、経営計画を決議し、管理部はその進捗状況を代表取締役
社長に報告いたします。

・内部監査室は、当社及び関連会社の内部監査を実施し、その結果を代
表取締役社長に報告いたします。

ⅵ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項

－ 8 －
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業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当の決定に関する方針

・監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役スタ
ッフを任命し、当該監査業務の補助にあたらせます。

ⅶ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対
する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

・監査役より監査役の補助の要請を受けた使用人は、取締役及び上長等
の指揮・命令は受けないものといたします。

・当該使用人の人事異動及び考課については、監査役の同意を得るもの
といたします。

ⅷ 監査役への報告に関する体制
・監査役は、取締役会のほか経営会議等重要な会議に出席し、取締役及
び使用人から職務執行状況の報告を求めることができます。

・取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与え
るおそれのある事実を発見したときには、速やかに監査役に報告いた
します。

・取締役及び使用人は、監査役からの業務執行に関する事項の報告を求
められた場合には、速やかに報告いたします。

ⅸ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保するための体制

・コンプライアンス憲章に則り、報告した事実によって不利益（解雇、
減給、異動、降格、懲戒、報復行為）等を被ることを禁止し、その旨
を取締役及び使用人に周知徹底いたします。

ⅹ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に
関する事項

・監査役がその職務の執行について、会社法に規定される費用の請求を
した場合において、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職
務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用ま
たは債務を処理いたします。

ⅺ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役会には、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を担
保します。

・監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎
通を図ります。

・監査役は、会計監査人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、相
互の連携を図ります。

・監査役は、監査業務に必要と判断した場合は、弁護士、公認会計士、
その他専門家の意見を聴取することができます。

ⅻ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的な考え方及びその他整備状
況

・「反社会的勢力対策規程」等の関係規程等を作成し、代表取締役社長
以下組織全員が一丸となって反社会的勢力の排除に取り組みます。

・反社会的勢力とは取引関係を含めて一切関係を持ちません。また、反
社会的勢力による不当要求は一切を拒絶します。

・取引先等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行います。
・反社会的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関等から得た反社
会的勢力情報の収集に取り組みます。

－ 9 －



2026/05/27 17:03:11 / 25299672_ソーシャルワイヤー株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当の決定に関する方針

・反社会的勢力からの不当要求に備え､平素から警察､全国暴力追放運動
推進センター､弁護士等の外部専門機関との密接な連携関係を構築し
ます。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
ⅰ リスク管理に対する取り組み
　「リスク管理規程」に基づき、当社グループのリスクの抽出・評価の
うえ、定期的にリスク・コンプライアンス委員会を開催し、リスクが起
きる背景の共有や対策を検討いたしました。

ⅱ 職務執行の効率性の確保のための取り組み
　当社グループは、取締役の職務執行が効率的に行われていることを確
保するため、当社グループの取締役及び幹部社員をメンバーとする経営
会議を毎月１回開催し、各取締役の管掌部門の月次業績のレビューを行
いました。

ⅲ コンプライアンスに対する取り組み
　当社グループの役職員に向けてコンプライアンスに関する教育・研修
を適宜開催いたしました。

ⅳ 監査役監査の実効性の確保のための取り組み
　当社の監査役は、当社グループの重要な会議に参加したほか、取締役
や役職員から聴取を行う等、業務の執行状況を直接的に確認いたしまし
た。また、代表取締役社長、会計監査人及び内部監査室との会合を定期
的に実施することで情報交換及び相互の意思疎通を図りました。

(11) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、利益配分につきましては、経営上重要な政策として認識しており
ます。将来にわたる安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必
要な内部留保を図るとともに、事業環境の変化や資本政策の状況等を踏ま
え、成長投資とのバランスを確保しつつ、より柔軟かつ機動的で戦略的な株
主還元を実施することを還元方針としております。
　なお、当期の剰余金の配当における基本方針につきましては、デジタルPR
事業のプロダクト価値向上に向けた投資、今後の事業規模拡大を見据えた投
資に活用してまいります。
　上記の基本方針に基づき、企業価値の向上に向けた各サービスの付加価値

の向上へ適切に投資することが適当と判断し、配当については見合わせるこ

ととさせていただきます。なお、中間配当につきましても無配としておりま

す。

－ 10 －
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連結株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

株 主 資 本 株 主 資 本
合 計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式

当 期 首 残 高 1,017,320 996,570 △378,678 △83,924 1,551,287

当 期 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 221,929 221,929

減 資 △917,320 917,320 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 △917,320 917,320 221,929 － 221,929

当 期 末 残 高 100,000 1,913,891 △156,749 △83,924 1,773,217

そ の 他 の
包 括 利 益 累 計 額

新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

その他有価
証券評価差
額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包括利益累
計 額 合 計

当 期 首 残 高 2,000 △10,496 △8,496 207 32,457 1,575,456

当 期 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 221,929

減 資 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △387 11,566 11,178 △162 △1,682 9,334

当 期 変 動 額 合 計 △387 11,566 11,178 △162 △1,682 231,263

当 期 末 残 高 1,612 1,069 2,682 45 30,775 1,806,719

連結計算書類

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

－ 11 －



2026/05/27 17:03:11 / 25299672_ソーシャルワイヤー株式会社_招集通知

連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

・連結子会社の数　４社
・主要な連結子会社の名称
アットクリッピング株式会社、株式会社iHack 、Crosscoop Vietnam 
Consulting Company Limited.、Crosscoop (Thailand) Co.,Ltd.

② 連結の範囲の変更
　CROSSCOOP PHILIPPINES INC.は、現地の法律に従い必要な手続きが整理されたた
め、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。また、MK1 TECHNOLOGY 
VIETNAM COMPANY LIMITEDは、2025年９月に出資持分の一部を譲渡したことによ
り、同社を連結の範囲から除外し、持分法の適用範囲に含めております。
　なお、株式会社iHackは2025年９月に全株式を取得し、同社を連結の範囲に含め
ております。

③ 主要な非連結子会社の名称等
・非連結子会社の数及び名称
１社
YUYU BEAUTY Company Limited

・連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法適用会社の数及び主要な持分法適用会社の状況

・持分法適用会社の数　１社
・主要な持分法適用会社の名称

MK1 TECHNOLOGY VIETNAM COMPANY LIMITED
②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・主要な会社等の名称　YUYU BEAUTY Company Limited
・持分法を適用しない理由
　非連結子会社１社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金等(持分に
見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても重要性が乏しいため、持分法の適用範囲から除
外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち､Crosscoop Vietnam Consulting Company Limited.､Crosscoop 
(Thailand) Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります｡これらの連結子会社について
は、連結計算書類の作成に当たって、同決算日現在の計算書類を使用しております。
　ただし、これらの連結子会社については、１月１日から連結決算日３月31日までの
期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　なお、2025年９月より連結子会社としている株式会社iHackは、決算日を８月31日
から３月31日に変更しております。

－ 12 －
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(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

投資有価証券
投資事業有限責任組合への出資

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法
第２条第２項により有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ⅰ 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子
会社は定額法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備については定額法によっております。なお、
主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　　　　　　　８～15年
工具、器具及び備品　４～８年

ⅱ 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数
は以下のとおりです。
自社利用のソフトウェア　５年
のれん　　　　　　　　　５～10年

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要なサービスにおける
主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
　①インフルエンサーPRサービスにおいては、インフルエンサーが企業の商品や
コンテンツを利用し、そのプロセスや体験をSNSに投稿するサービスを提供する
義務を負っております。当該履行義務は、インフルエンサーによるPR投稿が完了
された時点で充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　②新聞・雑誌・WEB情報のクリッピングサービス及びリスクチェックサービス
においては、新聞・雑誌・WEBメディアの記事掲載のクリッピングリサーチサー
ビスやリファレンスリサーチサービスを提供する義務を負っております。当該履
行義務は、主として契約期間にわたり充足されると判断し、契約期間にわたり収
益を認識しております。
　③リリース配信サービスにおいては、主に企業の情報発信（広報・広告）を支
援するリリース配信代行サービスを提供する義務を負っております。当該履行義
務は、リリース配信が完了された時点で充足されると判断し、当該時点で収益を
認識しております。
　上記サービスの通常の支払期限は、顧客へのサービス提供後翌月となります。

－ 13 －
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当連結会計年度

繰延税金資産 73,709千円

当連結会計年度
有形固定資産 22,037千円
無形固定資産
（のれんを除く）

651,767千円

のれん 646,509千円
減損損失 －千円

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
イ 外貨建金銭債権債務 連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。
ロ 在外子会社の資産及び負債 連結決算日の直物為替相場により円貨に換算して

おります。
ハ 在外子会社の収益及び費用 期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めております。

２. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

３. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

４. 会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
(1)繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十
分に確保できることや、回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰
延税金資産を計上しております。この結果、当連結会計年度において、連結貸借対
照表に記載しているように、繰延税金資産73,709千円を計上しております。
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積り額に依存するため、見積り
において用いた仮定が、市場環境等の変化により見直しが必要となった場合、翌連
結会計年度において、回収が見込まれない繰延税金資産を取り崩す可能性がありま
す。

(2)固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループの当連結会計年度の連結貸借対照表に計上されている固定資産は、
主に株式会社iHackの買収時に認識したのれん及び自社利用のソフトウェアに係る
開発費を資産計上したものであります。
　当社グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立
したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産のグルーピングを行っ
ております。
　減損の兆候の判定は、資産グループを使用した営業活動から生じた損益状況や事
業計画、経営環境や市場動向など当社グループが利用可能な情報に基づいており、
兆候があると判定された資産グループは、事業計画に基づいて算定される割引前将
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当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
期末株式数(株)

普通株式 11,844,800 － － 11,844,800

来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識
の要否を判定しています。判定の結果、営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・
フローが継続してマイナスの場合等、減損の兆候がある資産又は資産グループにつ
いて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総
額がこれらの帳簿価額を下回る場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として計上することとしています。
　当連結会計年度においては、クリッピング事業の資産グループに減損の兆候があ
るものと判断しましたが、減損損失の認識の判定において、事業計画に基づいて算
定される割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回っていることから
減損損失を認識しておりません。
　なお、減損損失の測定に当たり、将来キャッシュ・フローの見積りを行っていま
すが、その基礎となる事業計画における収益及び費用の予測に関する重要な仮定
は、案件数、案件単価及び原価率等であります。これらの仮定は、市場環境の変化
により、その見積りの前提とした条件又は仮定に変更が生じ、事業計画の見直しが
必要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性が
あります。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び株式数

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度になるもの
該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
該当事項はありません。

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金計画に基づき、必要な資金（主に銀行借入）を調達してお
ります。資金運用については、元本リスクのないものを中心として短期的な預金等
によっております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、期日管理及び残高管理の徹底を行うとともに、与信管
理規程に基づき、得意先の定期的なモニタリングを実施し、得意先の財務状況等の
悪化等による信用リスクの低減を図っております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日で
す。
　外貨建債権債務の為替リスクは､通貨別･月別に把握することで管理しておりま
す。
　借入金は、運転資金や設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。変
動金利であるため、金利の変動リスクに晒されておりますが、定期的に市場の金利
状況を把握しております。
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連結貸借対照表
計上額(*1)

時　価
(*1)

差　額
(*1)

長 期 借 入 金(*2,3) (836,990) (836,990) (－)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長 期 借 入 金 － 836,990 － 836,990

負 債 計 － 836,990 － 836,990

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、次のとおりです。なお、市場価格のない株式等は表には含め
ておりません。（（注）を参照ください。）
　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。「売掛
金及び契約資産」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」は短期間で決済され
るため、時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（単位：千円）

(*1)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(*2)１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

(*3)変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価が帳簿価額に近似する

ことから、当該帳簿価額によっております。

（注）市場価格のない株式等

連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資につ

いては記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は71,438千円であります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しています。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

　長期借入金は全て変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当

社における信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似し

ていると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しており

ます。
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デジタルPR事業

リリース配信 941,664

クリッピング 605,830

リスクチェック 485,110

インフルエンサーPR 1,480,581

顧客との契約から生じる収益 3,513,186

その他の収益 －

外部顧客への売上高 3,513,186

当連結会計年度
（2026年３月31日）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 252,041 459,761

契約資産 17,162 16,460

(1) １株当たり純資産額 151円67銭
(2) １株当たり当期純利益 18円95銭

７. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　主要な財又はサービス別に分類した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表
「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4)会計方
針に関する事項　④ 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載している
ため、注記を省略しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための基礎となる
情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
　顧客との契約から生じた契約残高の内訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）

　連結計算書類上、契約負債は負債の部の「流動負債」に計上しております。契約
負債は、主にデジタルPR事業にかかるリリース配信サービスの前受分に関するもの
であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度にお
いて認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、262,213千
円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引
がないため、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客と
の契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありませ
ん。

８. １株当たり情報に関する注記
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取得の対価　現金　766,692千円
取得原価　　　　　766,692千円

９. 企業結合等関係に関する注記
（株式取得による企業結合）
１．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 ：株式会社iHack
事業の内容　　　 ：マーケティング支援事業、インフルエンサー事務所事業

(2) 企業結合を行う主な理由
　株式会社iHackは、美容、化粧品領域に特化したインフルエンサーマーケテ
ィング支援や、未経験から６ヶ月で美容クリエイターを目指す美容クリエイタ
ーアカデミー事業を展開し、高収益・高リピート率を誇る美容領域に強みを持
つブランドマーケティング支援会社であり、当社におけるインフルエンサーPR
領域の事業拡大戦略と、同社における持続成長に資する組織ケイパビリティの
強化ニーズが合致したことで、当社の計画の着実な進捗を後押しするものであ
ると考えております。

(3) 企業結合日
2025年９月１日

(4) 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称
変更ありません。

(6) 取得した議決権比率
取得後の議決権比率　100.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得することによるものであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年９月１日から2026年３月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等　20,933千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額

685,497千円
(2) 発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力でありま
す。

(3) 償却方法及び償却期間
10年にわたる均等償却

６．企業結合に係る暫定的な会計処理の確定
2025年９月１日に行われた株式会社iHackとの企業結合について、中間連結会

計期間において暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確
定しております。

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 1,017,320 959,320 959,320 △373,676 △373,676

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 233,566 233,566

減 資 △917,320 917,320 917,320

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 △917,320 917,320 917,320 233,566 233,566

当 期 末 残 高 100,000 1,876,641 1,876,641 △140,109 △140,109

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株
予 約 権

純 資 産
合 計自己株式

株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △83,924 1,519,040 2,000 2,000 207 1,521,248

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 233,566 233,566

減 資 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △387 △387 △162 △549

当 期 変 動 額 合 計 － 233,566 △387 △387 △162 233,016

当 期 末 残 高 △83,924 1,752,606 1,612 1,612 45 1,754,264

計算書類

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式 子会社株式の評価は、移動平均法による原価法を

採用しております。
② 投資有価証券

投資事業有限責任組合への出資
投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法
第２条第２項により有価証券とみなされるもの）
については、組合契約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備については定額法によっております。なお、
主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　　　　　　　８～15年
工具、器具及び備品　４～８年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数
は以下のとおりです。
自社利用のソフトウェア　５年

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　収益及び費用の計上基準は、「連結注記表 １.連結計算書類の作成のための基本と
なる重要な事項に関する注記等 (4)会計方針に関する事項　④ 重要な収益及び費用
の計上基準」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　外貨建負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務 期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理しております。

２. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

３. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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当事業年度

繰延税金資産 58,734千円

当事業年度
有形固定資産 8,289千円
無形固定資産 528,735千円
減損損失 －千円

当事業年度

関係会社株式 910,796千円

短期金銭債権 160,691千円
短期金銭債務 7,990千円

４. 会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
(1)繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算定方法は、「連結注記表 ４．会計上の見積りに関する注記（重要
な会計上の見積り）(1)繰延税金資産の回収可能性」に同一の内容を記載しており
ますので注記を省略しております。

(2)固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　①の金額の算定方法は、「連結注記表 ４．会計上の見積りに関する注記（重要

な会計上の見積り）(2)固定資産の減損」に同一の内容を記載しておりますので注

記を省略しております。

(3)関係会社株式の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

② 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　市場価格のない関係会社株式について、当該関係会社株式の発行会社の財政状態
の悪化により株式の実質価額が50％程度以上低下した場合に、実質価額が著しく低
下したと判断し、概ね５年以内に取得原価までの回復可能性が十分な証拠によって
裏付けられる場合を除き、期末において相当の減額処理を行うこととしておりま
す。なお、超過収益力を反映して取得した株式については、実質価額に当該超過収
益力を反映しており、超過収益力が減少したと判断される場合には、実質価額に当
該減少を反映しています。
　関係会社株式の評価においては、超過収益力を反映した実質価額を、当該関係会
社の事業計画等に基づき算定しております。当該事業計画等には将来の見通しに関
する仮定が含まれております。これらの仮定は、経済環境の変化や事業戦略の成否
等により、実際の結果と乖離する可能性があります。その結果、事業計画等のとお
りに業績が進捗せず、超過収益力を反映した実質価額が帳簿価額に比して著しく下
落した場合、翌事業年度の計算書類の損益に重要な影響を与える可能性がありま
す。

５. 貸借対照表に関する注記
(1)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(2)保証債務
　以下の関係会社による金融機関からの借入金につき、当社が債務保証を行って
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アットクリッピング株式会社 49,000千円
株式会社iHack 46,664千円

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売　　上　　高 3,625千円

　営　業　費　用 145,489千円

営業取引以外の取引高

　経営指導料 57,560千円

　そ　の　他 571千円

普通株式 136,053株

繰延税金資産

繰越欠損金 320,312千円

関係会社株式評価損 39,061千円

未払事業税 3,321千円

貸倒引当金繰入超過額 1,562千円

その他 7,304千円

繰延税金資産小計 371,563千円

評価性引当金 △311,743千円

繰延税金資産合計 59,819千円

繰延税金負債

その他 △1,084千円

繰延税金負債合計 △1,084千円

繰延税金資産の純額 58,734千円

おります。

６. 損益計算書に関する注記

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

８. 税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31
日に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、
「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、2026年４
月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産
及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算し
ております。
　なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。
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種類
会社等の
名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関連当事者との
関係

取引
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
株 式 会 社
ジーニー

被 所 有
直 接 
4 9 . 0 %

資本業務提携
役員の兼任
人員の出向受入
情報サービス等
に関する取引

派遣出向
の受入

60,945 前払費用 76,642

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関連当事者との
関係

取引
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

ア ッ ト ク
リ ッ ピ ン
グ 株 式 会
社

所有直接 
8 7 . 0 %

調査サービス等に関
する取引
経営指導
債務保証
ソフトウェア開発に
関する取引

ソフトウ
ェア開発
の業務受
託

88,732 未収入金 55,239

経営指導
料

30,000 未収入金 2,750

債務保証
（注３）

49,000 － －

子会社
株 式 会 社
iHack

所有直接 
1 0 0 . 0 %

情報サービス等
に関する取引
経営指導
債務保証

経営指導
料

27,560 未収入金 6,050

債務保証
（注３）

46,664 － －

その他
の関係
会社

MK1 
TECHNOLOG
Y VIETNAM 
COMPANY 
LIMITED

所有直接 
3 5 . 0 %

ソフトウェア開
発に関する取引

ソフトウ
ェア開発
の業務委
託

54,913 未払金 3,951

９. 関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（注） １．取引条件及び取引条件の決定方針等

一般取引条件を参考に、双方協議のうえ、契約等に基づき決定しております。

２．取引金額には消費税等は含めておりません。

２．関連会社等

（注） １．取引条件及び取引条件の決定方針等

各取引内容につきましては、一般取引条件を参考に、双方協議のうえ、契約等に基づき

決定しております。

２．取引金額には消費税等は含めておりません。

３．金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。なお、取引金額については債務

保証の期末残高を記載しております。

10. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 ７.

収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しておりま
す。
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(1) １株当たり純資産額 149円82銭
(2) １株当たり当期純利益 19円95銭

11. １株当たり情報に関する注記

12. 企業結合等関係に関する注記
（株式取得による企業結合）
　連結注記表「９．企業結合等関係に関する注記」に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。

13. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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